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主要株主である筆頭株主及び、その他の関係会社の 

異動（見込み）に関するお知らせ 

 

本日、当社の主要株主である筆頭株主及び、その他の関係会社に異動が生じる見込みとなりましたの

で、お知らせいたします。 

 
記 

 
１．異動に至った経緯 

本日、株式会社NFKホールディングスより公表された「第三者割当による新株式発行（現物出資）

並びに主要株主の異動に関するお知らせ」で公表されたとおり、株式会社NFKホールディングスが実

施する新株発行による第三者割当増資の引受先が、当該第三者割当増資の払込について、当該引受

先が保有する当社株式を現物出資として払い込む予定です。 

これにより、当社の主要株主である筆頭株主及び、その他の関係会社に異動が生じる見込みとな

りました。 

 

２．異動する株主の概要 

①新たにその他の関係会社となる株主 

名    称 株式会社NFKホ－ルディングス 

所  在  地 神奈川県横浜市鶴見区尻手二丁目1番53号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社  持田 晋 

事 業  内 容 工業炉燃焼装置関連事業 

資  本  金 24億9千9百万円 

設 立 年 月 日 1950 年 4 月 12 日 

純  資  産 3,464,168千円 

総  資  産 3,728,723千円 

大株主及び持株比率 株式会社船橋カントリ-倶楽部 18.99％ 

 

上

当 

 

場

該 株 

 

会

主 

 

社

の 関 

 

と

係 

 

資 本 関 係 
2022 年 5月 19 日時点において、株式会社NFKホ－ルディ

ングスは当社普通株式 20,000 株を所有しております。 

人 的 関 係 該当事項は有りません。 

取 引 関 係 該当事項は有りません。 
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②主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社でなくなるもの 

氏 名 Z株式会社 

所   在   地 東京都千代田区一番町4番地25 

代表者の役職・氏名 代表取締役 小田島 章 

事  業  内  容 経営コンサルティング 

資   本   金 １百万円 

設 立 年 月 日 2019年11月14日 

純   資   産 △3,805千円 

総   資   産 384,416千円 

大株主及び持株比率 株式会社大富 100％ 

上  場  会  社  と  

当 該 株 主 の 関 係 

資 本 関 係 2022年５月19日時点において当社普通株式44,500

株を所有しております。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

 
３．異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権の数に対する

割合 

①株式会社NFKホ－ルディングス 

  

属性 
議決権の数（議決権所有割合）  

大株主順位 
直接所有分 合算対象分 合  計  

異動前 ― 200個 

(9.1%) 

― 200個 

(9.1%) 

第 3 位 

 

異動後 
 

その他の関係会社 
645個 

（29.2％） 

 

― 
645 個 

（29.2％） 

 

第１位 

     ②Z株式会社 

  

属性 
議決権の数（議決権所有割合）  

大株主順位 
直接所有分 合算対象分 合  計  

異動前 その他の関係会社 445個 

(20.1%) 

― 445個 

(20.1%) 

第 1 位 

 

異動後 ― ― 
 

― ― ― 

※ 議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数 220,400 株 

2022 年5月 19 日現在の発行済株式総数 226,400 株 

 

４．今後の見通し 

NFKホールディングスからは、今後も安定株主として長期保有する予定である旨の報告を口頭にて

受けており、また、当社が有する各種技術についても評価して頂いております。さらに、当社にお

いても双方の顧客属性と相互に営業機会の創出が可能であると見込めることから、事業面での相乗

効果創出の可能性が期待できると判断しており、今年度中には両者間で業務提携に向けてより具体

化する方向で協議してまいります。 

 
以  上  


